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篠山市防災会議・国民保護協議会関係例規集

参考資料
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篠山市防災会議条例 

平成 11 年 4 月 1 日 

条例第 18 号 

(目的) 

第 1 条 この条例は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 16 条第 6 項

の規定に基づき、篠山市防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及

び組織を定めることを目的とする。 

(所掌事務) 

第 2 条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 篠山市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議する

こと。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

 (4) 水防法(昭和 24 年法律第 193 号)第 25 条の水防計画その他水防に関し

調査審議すること。 

(5) 前号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限

に属する事務 

(会長及び委員) 

第 3 条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、市長をもって充てる。 

3 会長は、会務を総理する。 

4 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理

する。 

5 委員は、35 人以内とし、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 兵庫県の知事の部内の職員のうちから市長が任命する者 

(2) 兵庫県警察の警察官のうちから市長が任命する者 

(3) 篠山市を警備区域とする陸上自衛隊の隊員のうちから市長が任命する

者 

(4) 市長がその部内の職員のうちから指名する者 

(5) 教育長 

(6) 消防長及び消防団長 

(7) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから市長が任命する

もの 

(8) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が任

命する者 

(9) その他市長が必要と認める者 
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6 前項の委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任

者の残任期間とする。 

7 前項の委員は、再任されることができる。 

(専門委員) 

第 4 条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができ

る。 

2 専門委員は、兵庫県の職員、市の職員、関係指定公共機関の職員、関係指

定地方公共機関の職員、自主防災組織を構成する者及び学識経験のある者の

うちから、市長が任命する。 

3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任される

ものとする。 

(委任) 

第5条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に

関し必要な事項は、会長が防災会議に諮って定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 11 年 4 月 1 日から施行する。 

 

   附 則 

 この条例は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

篠山市防災会議運営規程 

平成１１年６月１日 

規程第２６号 

 

（目的） 

第１条 この規程は、篠山市防災会議条例（平成１１年篠山市条例第１８号）

第５条の規定に基づき、篠山市防災会議（以下「防災会議」という。）の議事そ

の他会議の運営に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 
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（招集） 

第２条 防災会議は、会長が招集し、その会議の議長となる。 

 

（欠席） 

第３条 委員は、事故その他やむを得ない事由により防災会議に出席できない

ときは、あらかじめその旨を会長に届けなければならない。 

２ 前項の場合において、委員は、その所属する機関の職員を代理人として防

災会議に出席させることができる。 

 

（会議） 

第４条 防災会議は、年度の当初及び防災に関し、会議の必要が生じたときに

開くものとする。 

 

（議事の特例） 

第５条 防災会議の議案で、一部の特定の機関のみに関係がある事案について

は、会長が適宜の方法により関係のある委員と協議して決することができる。 

２ 会長は、前項の規定により協議して決した事項は、次の防災会議にその旨

を報告するものとする。 

 

（専決処分等） 

第６条 会長は、防災会議が処理すべき事項のうち、次の各号のいずれかに該

当するときは専決処分することができる。 

（１） 会長において、防災会議を招集する暇がないと認めるとき。 

（２） 軽易な事項で、速やかな措置を要するとき。 

２ 会長は、前項の規定により処置については、次の防災会議にその旨を報告

するものとする。 

 

（異動報告） 

第７条 委員は、異動等により変更があったときは、後任者がその職氏名及び

異動年月日を速やかに会長に報告しなければならない。 

 

（幹事) 

第８条 防災会議に幹事を置く。 

２ 幹事は、委員の属する機関の職員のうちから会長が任命又は委嘱する。 
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（幹事会） 

第９条 防災会議の幹事をもって、幹事会を組織する。 

２ 幹事会は、あらかじめ会長が指名する幹事が招集し、その議長となる。 

３ 幹事会は、防災会議において委任された事項を処理し、防災会議の所掌事

務について委員及び専門委員を補佐する事務を行う。 

 

（準用規定） 

第１０条 幹事会の会議については、第 3 条及び第 4 条の規定は、幹事会に準

用する。 

 

 

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

篠山市国民保護協議会条例 

平成１８年３月２８日 

条例第２２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関す

る法律（平成１６年法律第１１２号）第４０条第８項の規定に基づき、篠山

市国民保護協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な

事項を定めることとする。 

（委員及び専門委員） 

第２条 協議会の委員の定数は、３５人以内とする。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任される

ものとする。 

（会長の職務代理） 

第３条 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を

代理する。 

（会議） 

第４条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 
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２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

（幹事） 

第５条 協議会に、幹事３５人以内を置く。 

２ 幹事は、委員の属する機関の職員のうちから市長が任命する。 

３ 幹事は、協議会の所掌事務について、委員及び専門委員を補佐する。 

（部会） 

第６条 協議会に、その所掌事務を分掌させるために、部会を置くことができ

る。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、委員のうちから会長の指名する者をもって充てる。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらか

じめ指名する者がその職務を代理する。 

（雑則） 

第７条 前各条に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長

が協議会に諮って定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （篠山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正） 

２ 篠山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平

成11年篠山市条例第46号）の一部を次のように改正する。 

  別表（第2条関係）防災会議の項の次に次のように加える。 

  別表（第 2 条関係）

防災会議の項の次に次

のように加える。国民保

護協議会 

委員 日額 8,100 円 

 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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災害対策基本法（抜粋） 

 

（市町村防災会議）  

第十六条  市町村に、当該市町村の地域に係る地域防災計画を作成し、及びその実施を推

進するほか、市町村長の諮問に応じて当該市町村の地域に係る防災に関する重要事項を

審議するため、市町村防災会議を置く。  

２  前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同して市町村防災

会議を設置することができる。  

３  市町村は、前項の規定により市町村防災会議を共同して設置したときその他市町村防

災会議を設置することが不適当又は困難であるときは、第一項の規定にかかわらず、市

町村防災会議を設置しないことができる。  

４  市町村は、前項の規定により市町村防災会議を設置しないこととしたとき（第二項の

規定により市町村防災会議を共同して設置したときを除く。）は、速やかにその旨を都道

府県知事に報告しなければならない。  

５  都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、都道府県防災会議の意見を

聴くものとし、必要があると認めるときは、当該市町村に対し、必要な助言又は勧告を

することができる。  

６  市町村防災会議の組織及び所掌事務は、都道府県防災会議の組織及び所掌事務の例に

準じて、当該市町村の条例（第二項の規定により設置された市町村防災会議にあつては、

規約）で定める。 

 

（市町村地域防災計画）  

第四十二条  市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあつては、当該市町

村の市町村長。以下この条において同じ。）は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地

域に係る市町村地域防災計画を作成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必

要があると認めるときは、これを修正しなければならない。この場合において、当該市

町村地域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を包括する都道府県の都道府県地域

防災計画に抵触するものであつてはならない。  

２  市町村地域防災計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の区域内の公共的団

体その他防災上重要な施設の管理者（次項において「当該市町村等」という。）の処理す

べき事務又は業務の大綱  

二  当該市町村の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び

訓練その他の災害予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報の発令及び伝

達、避難、消火、水防、救難、救助、衛生その他の災害応急対策並びに災害復旧に関す

る事項別の計画  
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三  当該市町村の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、

物資、資金等の整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画  

３  市町村防災会議は、市町村地域防災計画を定めるに当たつては、災害が発生した場合

において当該市町村等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援することができ

るよう配慮するものとする。  

４  市町村防災会議は、第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正した

ときは、速やかにこれを都道府県知事に報告するとともに、その要旨を公表しなければ

ならない。  

５  都道府県知事は、前項の規定により市町村地域防災計画について報告を受けたときは、

都道府県防災会議の意見を聴くものとし、必要があると認めるときは、当該市町村防災

会議に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。  

６  第二十一条の規定は、市町村長が第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、

又は修正する場合について準用する。 

 

 

 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（抜粋） 

 

（市町村の国民の保護に関する計画） 

第三十五条  市町村長は、都道府県の国民の保護に関する計画に基づき、国民の保護に関

する計画を作成しなければならない。  

２  前項の国民の保護に関する計画に定める事項は、次のとおりとする。  

一  当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置の総合的な推進に関する事項  

二  市町村が実施する第十六条第一項及び第二項に規定する国民の保護のための措置に

関する事項  

三  国民の保護のための措置を実施するための訓練並びに物資及び資材の備蓄に関する

事項  

四  国民の保護のための措置を実施するための体制に関する事項  

五  国民の保護のための措置の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との連

携に関する事項  

六  前各号に掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関し

市町村長が必要と認める事項  

３  市町村長は、その国民の保護に関する計画の作成に当たっては、指定行政機関の国民

の保護に関する計画、都道府県の国民の保護に関する計画及び他の市町村の国民の保護

に関する計画との整合性の確保を図るよう努めなければならない。  

４  市町村長は、その国民の保護に関する計画を作成する場合において、他の市町村と関
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係がある事項を定めるときは、当該市町村の長の意見を聴かなければならない。  

５  市町村長は、その国民の保護に関する計画を作成するときは、あらかじめ、都道府県

知事に協議しなければならない。  

６  市町村長は、その国民の保護に関する計画を作成したときは、速やかに、これを議会

に報告するとともに、公表しなければならない。  

７  第三十三条第六項の規定は、市町村長がその国民の保護に関する計画を作成する場合

について準用する。  

８  第三項から前項までの規定は、第一項の国民の保護に関する計画の変更について準用

する。ただし、第五項の規定は、政令で定める軽微な変更については、準用しない。 

 

（市町村協議会の設置及び所掌事務） 

第三十九条  市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関し広く住民の意見を求め、

当該市町村の国民の保護のための措置に関する施策を総合的に推進するため、市町村に、

市町村国民保護協議会（以下この条及び次条において「市町村協議会」という。）を置く。  

２  市町村協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一  市町村長の諮問に応じて当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関する

重要事項を審議すること。  

二  前号の重要事項に関し、市町村長に意見を述べること。  

３  市町村長は、第三十五条第一項又は第八項の規定により国民の保護に関する計画を作

成し、又は変更するときは、あらかじめ、市町村協議会に諮問しなければならない。た

だし、同項の政令で定める軽微な変更については、この限りでない。  

４  第三十三条第六項の規定は、市町村協議会がその所掌事務を実施する場合について準

用する。  

 

（市町村協議会の組織） 

第四十条  市町村協議会は、会長及び委員をもって組織する。  

２  会長は、市町村長をもって充てる。  

３  会長は、会務を総理する。  

４  委員は、次に掲げる者のうちから、市町村長が任命する。  

一  当該市町村の区域を管轄する指定地方行政機関の職員  

二  自衛隊に所属する者（任命に当たって防衛大臣の同意を得た者に限る。）  

三  当該市町村の属する都道府県の職員  

四  当該市町村の副市町村長  

五  当該市町村の教育委員会の教育長及び当該市町村の区域を管轄する消防長又はその

指名する消防吏員（消防本部を置かない市町村にあっては、消防団長）  

六  当該市町村の職員（前二号に掲げる者を除く。）  
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七  当該市町村の区域において業務を行う指定公共機関又は指定地方公共機関の役員又

は職員  

八  国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有する者  

５  第三十八条第五項の規定は、前項の委員について準用する。  

６  市町村協議会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。  

７  第三十八条第七項の規定は、前項の専門委員について準用する。この場合において、

同条第七項中「当該都道府県の職員」とあるのは「当該市町村の属する都道府県の職員」

と、「当該都道府県の区域内の市町村の職員」とあるのは「当該市町村の職員」と、「都

道府県知事」とあるのは「市町村長」と読み替えるものとする。  

８  前各項に定めるもののほか、市町村協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市町

村の条例で定める。 

 

 

 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（抜粋） 

 

（国民の保護に関する計画等の軽微な変更） 

  第五条 法第三十三条第七項ただし書、第三十四条第八項ただし書、第三十五条第八項

ただし書及び第三十六条第七項ただし書の政令で定める軽微な変更は、次のとおりとす

る。 

   一 行政区画、郡、区、市町村内の町若しくは字若しくはこれらの名称の変更、地番の

変更又は住居表示に関する法律（昭和三十七年法律第百十九号）第三条第一項及び第二

項若しくは同法第四条の規定による住居表示の実施若しくは変更に伴う変更 

   二 指定行政機関（武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安

全の確保に関する法律（平成十五年法律第七十九号。以下「事態対処法」という。）第二

条第四号の指定行政機関をいう。以下同じ。）、指定地方行政機関（同条第五号の指定地

方行政機関をいう。以下同じ。）、都道府県、市町村、指定公共機関（同条第六号の指定

公共機関をいう。以下同じ。）、指定地方公共機関（法第二条第二項の指定地方公共機関

をいう。以下同じ。）その他の関係機関又はその組織の名称又は所在地の変更に伴う変更 

   三 前二号に掲げるもののほか、誤記の訂正、人又は物の呼称の変更、統計の数値の修

正その他これらに類する記載事項の修正に伴う変更 


